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１．目的 

永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業について、本町の未来を担う次世代の

子どもたちへ繋ぐシンボル遊具になることを目指し整備を行う。 

本事業は、天候に左右されることなく、０歳から６歳児の親子が屋内で安全に

遊べる場所を設置し、子どもたちの心身の健やかな成長を図るとともに本町の

にぎわいや魅力の発信につながるような遊び場にすることを目的とする。 

 

２．一般項目 

（１）事 業 名  永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業 

（２）対象年齢 ０歳から６歳児 

（３）発 注 者  永平寺町 

（４）審査方法 永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業プロポーザル審査委員

会（以下「審査委員会」という。）で審査する。 

（５）工事内容 

ア 工 事 名 永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業 

イ 施工場所  松岡福祉総合センター２階(翠荘)  

        （住所）：永平寺町松岡吉野堺 15 号 44 番地 

        ※施工場所の平面図等は 別紙１～別紙３を参照する

こと 

ウ 工  期  契約締結日の翌日から令和７年１２月２６日（金）まで 

エ 工事概要  ①事業に係るすべての調査、測量及び実施設計 

②遊具の製作、設置及び付帯工事の施工 

③上記①、②に係る施工監理 

オ 施工条件  別紙４「要求水準書」の方針は、最低限として必ず実施す

ること。 

別紙５「施工条件書」に基づき設計・施工を行うこと。 

カ 事業上限額 ３２,０００,０００円（消費税相当額含む） 

       （内訳） 遊具整備工事 ３０,０００,０００円 

            実施設計業務  ２,０００,０００円 

※事業費内訳書記載金額に当該金額の１０％に相当する額を加算し 

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた

金額）をもって提案価格とするため、参加申込者（以下「提案者」と

いう）は、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者で

あるかを問わず、見積もった提案の事業価格金額（消費税及び地方消

費税相当額を含んだ金額）の１１０分の１００に相当する金額を事業

費内訳書（様式４）に記載すること。この金額は事業規模の目安であ

って、契約時の予定価格ではない。 

 

３．提案者の資格要件 

次に揚げる要件をすべて満たすものとする。 

（１）提案者は、福井県内に本社、支社、支店、営業所のいずれかを有すること。



 
 

 
 

なお、同一企業の本社、支社、支店、営業所での重複参加は認めない。 

（２）遊具の提案及び設計に当たり、遊具取扱業者を協力会社として必ず加える

こと。 

（３）協力会社は、日本国内に本社、支社、支店、営業所のいずれかを有するこ

と。なお、同一企業の本社、支社、支店、営業所での重複参加は認めない。 

（４）過去１０年間（平成２７年～令和６年）に、公共施設に遊具設置（納入）

実績を有すること。 

（５）提案者及び協力会社は、本事業を適切に実施できる技術、知識、能力、実

績、信用等を備えると共に、以下の共通要件を充たすこと。 

 

【共通要件】 

ア 令和７年度永平寺町競争入札参加資格名簿（建築業及び、とび土工）に

登載されている者であること。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当し

ない事業者であること。 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始、民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始または破産法

（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされてい

る者でないこと。 

エ 法人及びその役員が、永平寺町暴力団排除条例に規定する暴力団、暴力

団員及びそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

オ 本事業の公告日から工事契約締結日までの間において、本町の指名停止

等の措置を受けていない者であること。 

カ 宗教活動及び政治活動を主たる目的とする団体でないこと。 

 

４．参加申込書の提出 

提案者は、次の書類を提出すること。（別紙６提出書類一覧のとおり） 

（１）参加申込書 ・・・・（様式１） 

（２）誓約書 ・・・・・・（様式２） 

提出方法：担当部署へ持参、宅配便、簡易書留郵便のいずれかとし、提出日

は土、日、祝日を除く午前９時００分から午後５時００分までとする。 

提出期限：令和７年６月３０日（月）午後５時００分まで（必着） 

 

５．提案書等の提出 

提案者は、次の書類を提出すること。 

（１）会社概要 ・・・・・・・・（様式３） 

（２）事業費内訳書 ・・・・・・（様式４） 

（３）実施体制 ・・・・・・・・（様式５） 

（４）提案書 ・・・・・・・・・（様式６－①～様式６－④） 

提出方法：担当部署へ持参、宅配便、簡易書留郵便のいずれかとし、提出日

は土、日、祝日を除く午前９時００分から午後５時００分までと



 
 

 
 

する。 

提出期限：令和７年７月２３日（水）午後５時００分まで（必着） 

提案書に加えて、下記の資料を添付すること。 

ア 概要図（提案完成予想イラスト・全体配置計画図等） 

イ 構造図（製品サイズや材質がわかる資料） 

ウ 工程計画書（任意様式、設計から工事施工完了までの計画を記載する

こと。） 

エ その他提案を補足する資料（審査は、様式６－①～様式６－④の提案

資料に記載された内容のみで行う。） 

 

上記書類の提出にあたり、次の（ア）から（ウ）に従うこと。 

（ア）（１）から（４）を１冊として、原本１部、写しを９部、合計１０

部を提出すること。また、提出書類をＰＤＦ化した電子データ一式

もあわせて提出すること。 

（イ）様式内の注意事項に沿って記載すること。 

（ウ）提案書等の提出後の修正、差し替え、再提出について、又は撤回

は認めない。但し、審査過程でこれらの資料についてヒアリング、

明瞭化を行うことがある。 

※書類は、分散しないようＡ４ファイル等で綴じて提出してください。

（副本は複写機による写し可）。 

・資料はＡ４サイズとしてください。 

ただし、様式６－①～様式６－④はＡ３サイズとしてください。 

・資料番号をインデックスで表示してください。 

・様式の枠の拡大は自由です。 

 

６．審査、選定及び契約 

審査委員会において、以下の手順で審査し、優先交渉権者等を決定する。 

（１）評価点審査 

提案者の提案に対して、「審査基準表」に定める算定方法により、評価点を算

定する。なお、審査にあたっては、審査委員への説明会を実施する。また、提案

者が１者の場合でも審査委員への説明会を実施する。 

（２）評価の実施・優先交渉権者の選定及び契約 

各審査委員は、審査項目毎の配点の範囲内で審査点数を評点し、審査委員全員

の審査点数の合計点（１１０点満点×審査員数。ただし、総合配点の５０％以上

であること）より順位を決定する。 

提案者のうち最も高い点数の者を「優先交渉権者」、次いで点数の高い者を「次

点交渉権者」として選定する。 

評価点の最も高い者が２者以上ある場合は、審査委員長の審査点数（審査委員

長が不在のときは審査副委員長の審査点数）が高い者を優先交渉権者とする。 

優先交渉権者に選定された者は、速やかに本町と契約内容の事前協議を行い、

事務手続きが整い次第、事業上限額の範囲内で随意契約の手続きを行う。この場



 
 

 
 

合において、優先交渉権者から、必要に応じて見積書を徴収し、また、契約締結

にあたっては、契約書を作成するものとする。 

優先交渉権者との協議が整わない場合、町は、次点交渉権者と協議を行う。 

なお、提案者が１者の場合は、審査結果が評価点の５０％以上である場合に限

り、その提案者を交渉権者とする。 

 

（３）審査委員 

審査委員会は、幼児教育関係の学識経験者、地域での子育て支援・活動に

参画している者、幼保園・学校の保護者、保育士、町及び町教育委員会の職

員等、１０名程度の委員で構成する。 

 

７．審査委員への説明会 

提案書の審査を行うために、審査委員への説明会を開催する。なお、説明会

は非公開とする。 

（１）実施日：令和７年７月２９日（予定） 

説明会の日時等は、参加申込書（様式１）の提案者に別途通知する。 

（２）実施場所：提案者に別途通知する。 

（３）実施方法：説明２０分以内、質疑応答１０分以内、準備・片付け１０分以

内、合計４０分以内とする。なお、プロジェクター及びスクリーンは本町で

準備し、その他、説明に必要な機器は、各提案者で用意すること。 

（４）説明は提出した提案書（様式６－①～様式６－④）に記載された内容につ

いては必ず行うものとする。 

 

８．審査結果の通知・公表 

（１）審査結果は、提案者に通知する。 

（２）結果通知の際、他の提案者の名称及び提案内容は公表しない。 

（３）審査結果（優先交渉権者）は、本町ホームページで公表する。なお、審査

の内容及び経過については公表しない。また、審査結果に対する異議申し立

ては受け付けない。 

 

９．参加資格の取消し 

以下に該当した際には参加資格を取り消すものとする。なお、町は受付時に

提出される書類の内容確認は行わない。 

（１）書類の提出が期限を過ぎたもの。 

（２）提出書類に不備があるもの。 

（３）提出書類に虚偽の記載をしたもの。 

（４）提出書類が第３者の著作権、意匠権等を侵害しているもの。 

（５）正当な理由がなく、審査委員への説明会の開始時刻に間に合わなかったも

の。 

（６）「３．提案者の資格要件」を満たすことができなくなったもの。 

（７）その他不適切と判断したもの。 



 
 

 
 

 

 

１０．実施要領に対する質問・回答 

実施要領に対する質問・回答を以下のとおり実施する。 

提出期限：令和７年７月１１日（金）午後５時００分まで 

回答期限：令和７年７月１６日（水）午後５時００分まで 

（１）質問のある者は、質問書（様式７）にその内容を簡潔かつ明確に記載し、

電子メールで「１７．担当部署」へ提出すること。なお、質問は「３．提案

者の資格要件」を満たす者のみから受け付けるものとする。 

（２）全ての質問への回答については、本町ホームページにて公表する。 

（３）既設構造物の図面や追加提供に関する質問は受け付けない。契約後に実施

設計の中で資料収集、測量業務等を行うこと。 

（４）質問内容には、質問を行う者を特定する可能性のある内容を含めないこと。 

 

１１．施工場所の調査等 

施工場所の調査等については、施設利用者、交通安全等に十分配慮して行

うこと。 

 

１２．スケジュール 

令和７年６月１７日（火）公募開始 

    ６月２４日（火）現場見学会 

    ７月１１日（金）質問受付期限 午後５時００分まで（必着） 

７月１６日（水）質問回答 ※本町ホームページにて回答を公表 

６月３０日（月）参加申込書提出期限 午後５時００分まで 

（必着） 

７月２３日（水）提案書提出期限 午後５時００分まで（必着） 

７月２９日（火） 審査委員説明会（実施日が変更になる場合が   

ある） 

８月上旬頃 最終審査結果の通知（優先交渉権者決定）（予定） 

８月上旬頃 優先交渉権者との事前協議（予定） 

       ９月上旬頃 実施設計書の提出期限（１月以内） 

※担当部署へ提出すること。 

       ９月上旬頃 本契約（特命随意契約） 

      

１３．経費の負担 

提案者が本プロポーザルに要した経費は、全て提案者の負担とする。 

 

１４．参加に当たっての留意事項 

参加に当たっては、提案者は、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（昭和２２年法律第５４号）」に抵触する行為を行ってはならない。 

公正に手続きを執行できないと認められる場合又はおそれがある場合、 



 
 

 
 

町は、当該提案者の参加申込書を受け付けない。また、不正な行為が判明し

た場合には、契約の解除等の措置をとることがある。なお、その他、町が必

要と認めたときは、手続きを延期、中止又は取り消すことがある。 

 

 

１５. 現場見学会 

現場見学会を下記のとおり実施する。 

（１）見学日時  令和７年６月２４日（火）午前９時から３時間程度 

（２）申込期限  令和７年６月２３日（月）正午まで 

（３）申込方法  「様式８ 現場見学会申込書」を電子メールにて担当部署へ

提出すること。メールの表題は、「子どもの遊び場現場見学会」

とすること。 

（４）参加人数  １提案者につき３名までとする。 

（５）留 意 点 

   ア 見学会の参加は任意とし、参加要件及び評価要件ではない。 

   イ 参加者は、名刺等、事業所名や氏名が分かるものを持参すること。 

   ウ 参加者は、所定の時刻までに見学現場へ来ること。 

   エ 写真撮影は可能とする。 

   オ 資料配布や説明、質疑回答は行わない。 

   カ 万が一現場見学を中止する場合は、申込担当者に連絡する。 

 

１６．その他 

（１）町は、提案者の審査を行うのに必要な範囲において、提出書類を複写して

使用することがある。 

（２）提案書の著作権は、提案者に帰属するが、審査結果の公表において必要な

場合、町は、必要な範囲において、契約者の承諾を得た上で、公表等を行う

ことができるものとする。契約に至らなかった提案者の提出書類は、本提案

審査の目的以外には使用しない。なお、提案書類は返却しない。 

（３）この事業の契約が成立するまでの間において、提案者が「９．参加資格の

取消し」に該当することとなった場合は、当該提案者と契約を締結しない。 

（４）応募に必要な書類については、本町ホームページよりダウンロードし入手

すること。 

 

１７．担当部署（書類提出先、問い合わせ先） 

 

〒９１０－１１９２ 福井県吉田郡永平寺町松岡春日１丁目４番地 

永平寺町子育て支援課 

（電 話）０７７６－６１－７２５０ 

（ＦＡＸ）０７７６－６１－３４６４ 

（メール） kosodate@town.eiheiji.lg.jp 



別紙１



別紙２



別紙３ 施工場所イメージ図



別紙４（要求水準書） 

① 

遊具は、「都市公園おける遊具の安全確保に関する指針（改定第３版）」

（令和６年６月国土交通省）に基づき、「遊具の安全に関する基準(Ｊ

ＰＦＡ－ＳＰ－Ｓ：２０２４)」（（社））日本公園施設業協会）又は同

等の基準を満たすこと。 

② 
遊具の対象年齢、遊び方、注意事項に関する情報が入った看板を設置

すること。 

③ インクルーシブ遊具を設置すること。 

④ 

遊び機能として、以下の項目を考慮した空間を提案すること。その他

の提案がある場合は、追加提案すること。 

【３～６歳児の動きのあるエリア】 

【３～５歳児の静かに遊ぶエリア】 

【０～２歳児エリア】 

今回整備する遊具に加え、子育て支援センターの遊具も併せて活用す

る空間を提案すること（使用する遊具は、現場見学会時に示すことと

する。） 

⑤ 
子育て支援センター機能スペース（４０㎡程度）及び休憩機能スペー

スも考慮した空間を提案すること。 

⑥ 
設計、施工にあたっては、最新の福井県土木工事共通仕様書、福井県

土木工事施工管理基準その他関連する基準に従うこと。 

⑦ 

遊具等の材料は、永平寺町の気象条件を考慮し、腐食しにくく、耐久

性に優れたものを採用すること。また「福井県木材利用基本方針」に

準じた県木材の利用の促進に努めるものとする。 

⑧ 
維持管理業務がしやすいよう、部材の交換・修繕が容易な構造である

こと。 

⑨ 
遊具の周囲にはセーフティーマット等必要な安全施設を設置するこ

と。 

⑩ 

製品を設置後２年間（木部の腐朽に関するものは５年間）、通常の使用

にも関わらず、部材・部品の欠陥、あるいは設計製作上の不備により

故障した場合は無償で修理及び取替を行うこと。 

⑪ 設置遊具は、生産物賠償責任保険加入製品であること。 

⑫ 
松岡福祉総合センターは、福祉避難所に指定されていることから、有

事の際を想定した、遊具の配置及び移動を考慮すること。 

 

 

 



別紙５(施工条件書) 

① 

施工時間帯は、９時００分から１７時００分までとする。（土、日、祝

日を除く） 

※管理者が認める場合はこの限りではない。 

② 
受注業者は、最終審査結果の通知（事前協議）後に実施設計を完了さ

せ、その内容については、発注者との本契約後に施工に着手すること。 

③ 
事業の施工の実施に当たっては、関係法規を遵守し、常に適切な管理

を行うものとする。 

④ 

受注業者は、実施設計の詳細図面に明記してある材料について、監督

員（発注者）の承諾を得て速やかに手配を行い、事業の進捗に遅延の

ないようにすること。また、設置前に監督員に連絡し、用具（材料）

の検収を行うこと。 

⑤ 

工事完成写真作成の際は、工程毎に各段階（着手前、完成、施工状況、

出来高管理、発生材マニフェスト、その他）に整理し、工程の過程が

容易に把握出来る様にすること。 

⑥ 

遊具等の製作工場における品質確認検査（部材塗装前の加工状況・溶

接状況、塗装膜厚確認等）および竣工時の社内検査（出来高確認）の

状況写真を提出すること。 

⑦ 
事業に伴い、周辺の既設施設等を破損した場合は、受注業者により補

修等行うこと。 

⑧ 
遊具の完成予想図や整備状況について、ホームページ等で随時ＰＲを

行うため、資料作成、準備等に協力すること。 

⑨ 
大型資材の搬入時は、必要に応じて誘導員を配置する等の安全管理を

するとともに、責任を持って安全の確保に努めること。 

⑩ 
永平寺町が別途発注する工事と工期が重複するため、工程調整等に協

力すること。 

 

 

 

 

 

 



 
 

別紙６ 

提出書類一覧 

参加者 
商号又は名称  

代表者氏名  

担当者 氏名  

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

 

資料番号 提出書類 提出 

１ 参加申込書（様式１）  

２ 誓約書（様式２）  

３ 会社概要（様式３）  

４ 事業費内訳書（様式４）  

５ 実施体制（様式５）  

６ 提案書（様式６－①～様式６－④）  

７ 概要図（提案完成予想イラスト・全体配置計画図等）  

８ 構造図（製品サイズや材質がわかる資料）  

９ 
工程計画書（任意様式、設計から工事施工完了までの計画

を記載すること。） 
 

１０ その他提案を補足する資料  

１１ 電子データファイル  

 

＜注意事項＞ 

※正本１部、副本９部、合計１０部を提出してください。 

※各資料はＡ４サイズ（ただし、様式６－①～様式６－④はＡ３サイズ)で綴じ

込んでください。 

また、資料番号をインデックスに書き込み、資料に付して提出してください。 

※当該提出書類一覧は、事業者及び担当者欄を記入し、提出欄に○を付し、綴

じ込んだ資料の先頭に添付してください。 

※必要に応じて追加資料の提出を求める場合があります。 

 



様式１（参加申込書）

（参加申込者）

所在地

商号または名称

代表者職・氏名 印

担当者名

電話番号

ＦＡＸ

メールアドレス

標記プロポーザルについて、参加を申込みます。

永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業設計・施工一貫プロポーザル

参加申込書

令和　　　年　　　月　　　日

　永平寺町長　河合　永充　様



様式２（誓約書）

　永平寺町長　河合　永充　様

商号または名称

代表者職・氏名 印

　次に掲げる要件をすべて満たす者

　ことを誓約します。

名称　永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業

誓　約　書

　　永平寺町が実施する下記のプロポーザルに関し、以下に掲げるすべての項目について、事実と相違ない

令和　　　年　　　月　　　日

（１）提案者は、福井県内に本社、支社、支店、営業所のいずれかを有すること。なお、同一企業の本社、
支社、支店、営業所での重複参加は認めない。

（２）遊具の提案及び設計に当たり、遊具取扱業者を協力会社として必ず加えること。

（３）協力会社は、日本国内に本社、支社、支店、営業所のいずれかを有すること。なお、同一企業の本
社、支社、支店、営業所での重複参加は認めない。

（４）過去１０年間（平成２７年～令和６年）に、公共施設に遊具設置（納入）実績を有すること。

（５）提案者及び協力会社は、本事業を適切に実施できる技術、知識、能力、実績、信用等を備えると共
に、以下の共通要件を充たすこと。

（ア）令和７年度永平寺町競争入札参加資格名簿（建築業及び、とび土工）に登載されている者であるこ
と。

（イ）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当しない事業者であること。

（ウ）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始、民事再生法（平成１１年法律第２
２５号）に基づく再生手続開始または破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てが
なされている者でないこと。

（カ）宗教活動及び政治活動を主たる目的とする団体でないこと。

【共通要件】

（エ）法人及びその役員が、永平寺町暴力団排除条例に規定する暴力団、暴力団員及びそれらの利益となる
活動を行う者でないこと。

（オ）本事業の公告日から工事契約締結日までの間において、本町の指名停止等の措置を受けていない者で
あること。



様式３（会社概要）

※資本金は、直近の１年を記入すること。単位は百万円。

※売上高は、直近の２年を記入すること。単位は百万円。

※全社従業員数は、直近の１年を記入すること。単位は人。

参加する協力会社は、下記に記載すること。

従業員数

会　社　概　要

令和　　年　　月　　日

※過去１０年間（平成２７年～令和６年）に、公共施設に遊具設置（納
入）実績を記入すること。実績が多数の場合は、別紙も可とする。

公共施設への遊
具設置（納入）

実績

所在地

事業所名

連絡先

名称、商号

資本金

売上高

所在地

事務所名
（住所）



様式４（事業費内訳書）

所在地

商号又は名称

代表者の職氏名  印

事業名 永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業

年度 数量 単位 備考

以下記入すること。

（記載例）

遊具設計費 1 式

遊具製造費 ●●● □ 基

▲▲▲ □ 基

遊具設置費 1 式

その他工事費 1 式

○○○

△△△

※事業費の内訳については、詳細に記載すること

（１）事業上限額は3,200万円（消費税相当額含む）であることに留意し積算すること。

（２）調査、測量、実施設計、遊具の製作、設置及び付帯工事の施工、施工監理、諸手続きすべて含んだ金額

　　を提案すること。

事業費(税込み）

令和７年度
（上限額3,200万

円）

事業価格(税抜き)

令和　　　年　　　月　　　日

金額費目・工種・施工名称など



様式５（実施体制）

役  割 所  属 資格等

（１）予定する技術者を記入すること。
（２）技術者を複数配置する場合は、主たる技術者を１名選任し、予定技術者氏名の欄に
　　　「（主）」と記載すること。
（３）本様式の行数が不足する場合、行を追加すること。

（４）Ａ４判片面で印刷すること。

実施体制

予定技術者氏名 担当する業務内容

（例）
管理技術者（設計）

(例）
主任技術者（施工）

（例)
担当技術者

（例）
現場代理人（施工）

令和　　年　　月　　日



注意事項　※この注意事項の欄は提案時にも削除しないこと。
　（１）提案書（本様式）に記載された内容で評価するものとし、添付された参考資料にのみ記載された事項については、評価の対象外とする。
　（２）工程的に現実的ではない、関係者との調整が困難と判断される提案は評価の対象外とする。

様式６－①　（提　案　書）
（用紙Ａ３版）

①計画内容の魅力等



注意事項　※この注意事項の欄は提案時にも削除しないこと。
　（１）提案書（本様式）に記載された内容で評価するものとし、添付された参考資料にのみ記載された事項については、評価の対象外とする。
　（２）工程的に現実的ではない、関係者との調整が困難と判断される提案は評価の対象外とする。

②施設の安全性

様式６－②　（提　案　書）
（用紙Ａ３版）



注意事項　※この注意事項の欄は提案時にも削除しないこと。
　（１）提案書（本様式）に記載された内容で評価するものとし、添付された参考資料にのみ記載された事項については、評価の対象外とする。
　（２）工程的に現実的ではない、関係者との調整が困難と判断される提案は評価の対象外とする。

様式６－③　（提　案　書）
（用紙Ａ３版）

③維持管理性



注意事項　※この注意事項の欄は提案時にも削除しないこと。
　（１）提案書（本様式）に記載された内容で評価するものとし、添付された参考資料にのみ記載された事項については、評価の対象外とする。
　（２）工程的に現実的ではない、関係者との調整が困難と判断される提案は評価の対象外とする。

様式６－④　（提　案　書）
（用紙Ａ３版）

④自由提案



様式７（質問書）

商号または名称

代表者職・氏名

月　日

永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業設計・施工一貫

プロポーザルに対する質問書

令和　　　年　　　月　　　日

永平寺町長　河合　永充　様

標記プロポーザルについて、下記の質問をします。

質 疑 事 項



【様式８】（現場見学会申込書）

令和　　年　　月　　日

永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業

 　プロポーザル担当部署　宛

 （参加申込者）

会 社 名：

担当者名：

TEL　　：

E-mail　：

　永平寺町子どもの遊び場遊具整備事業プロポーザルに関する現場見学会に参加申込みします。

№

1

2

3

※参加者数は、１提案者につき３名以内とする。

現場見学会申込書

参加者所属 参加者氏名


